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１.はじめに 

 令和４年度の学校自己評価を元に学校関係者評価を実施し、その結果を報告する。また、今回実施し

た学校関係者評価における評価結果は、ホームページにより公開し、評価結果を踏まえ、よりよい学校

経営、学校運営のために生かし、教育の質の向上に努めることとする。 

 

２.学校関係者評価について 

１) 学校関係者評価の目的（文科省） 

学校関係者評価は、自己評価の客観性・透明性を高めるとともに、学校・家庭・地域が学校の現状

と課題について共通理解を深めて相互の連携を促し、学校運営の改善への協力を促進することを目

的として行うものである。 

 

２) 学校関係者評価のポイント 

 自己評価結果は適切か 

 現状分析は適切か 

 改善案は適切か 

 

３) 学校評価の運営方法 

本校規定の「学校評価実施規定」に則り実施する。 

前年度の自己評価及び学校関係者評価に基づき、 

改善した方針により学校を運営する 

↓ 

年度終了時期に学生アンケートを実施 

↓ 

アンケート等を元に自己評価委員を中心に 

全教職員にて学校自己評価を実施 

↓ 

学校関係者評価委員会を中心に、 

自己評価の内容について評価を行う 
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３.令和４年度学校関係者評価 

１) 開催日時・場所 

日 時 令和５年１２月１５日（金） １７：００ 〜１８：３０ 

場 所 ２拠点をオンライン会議にて接続し実施 

 九州技術教育専門学校 ２階 

 九州技術教育専門学校熊本校 １階 

 

２) 学校関係者評価委員 

学校関係者評価委員として、下記のとおり企業、卒業生、保護者に委嘱。 

区 分 氏 名 所 属 

企 業 
松岡 祥仁 株式会社 ＣＬＯＵＤ－ＩＡ 代表取締役 

髙﨑 浩樹 Ｂｅｓｔｒｙ合同会社 代表社員 

卒 業 生 尾方 弘記 平成１７年卒 

保 護 者 
大石 美香  

赤池 純子  

 

３) その他参加者 

区 分 氏 名 所属・役職 

事 務 局 

赤山 聖子 学校長 

赤山 久幸 副校長 

黒肥地 慎也 教頭 

上田 拓也 教務主幹 

那須 彩香 総務部主任 

 

４) 議 事 

 以下の通り議事を進行した 

(1) 理事長挨拶 

(2) 学校関係者評価の趣旨説明 

(3) 自己評価委員の紹介 

(4) 学校関係者評価委員の紹介 

(5) 自己評価概要説明・報告 

(6) 総評・意見交換 

(7) その他 
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４.自己評価 

１) 対象期間 

令和４年４月１日〜令和５年３月３１日 

 

２) 実施方法 

１. 学内に「自己評価委員会」を設置し、委員会を中心に職員一同により評価する 

 

２. 自己評価委員会構成 

委員長： 学校長 

委 員： 副校長、 教頭、 教務部主幹、 事務主任 

 

３. 評価委員会は翌年度６月に開催する 

 

４. 学生意識調査（アンケート）を実施する 

卒業生調査 ３月 

 

５. 本自己評価報告書をホームページに掲載し、これを以て評価結果の公開とする 

 

３) 自己評価項目 

学校運営状況及び学生アンケートを元に、次の項目について自己評価を行う。 

１.  教育理念・目標 

２.  学校運営 

３.  教育活動 

４.  学修成果 

５.  学生・生徒支援 

６.  教育環境 

７.  学生・生徒の受入れ募集 

８.  財務 

９.  法令等の遵守 

１０. 社会貢献・地域貢献 

 

４) 自己評価の段階 

 Ａ 適切 Ｂ ほぼ適切 Ｃ やや不適切 Ｄ 不適切 

 

  



 - 5 - 

５.学校関係者評価・コメント 

自己評価及び自己評価に対する学校関係者の評価を示す。 

１ 教育理念・⽬標 

本校は、専⾨的知識と技術を修得させ、社会に貢献する有能な⼈材の育成を⽬的とする。（学則第 1
条） 

「技術と精神（こころ）を磨き⽣きるために学ぼう！」のモットーのもと、情報関連分野を中核とし
た、各学科の特⾊ある技術の習得と合わせて⼈間⼒を育成し、新しい時代に即戦⼒として活躍できる⼈
材を育成する。 

No 評価項⽬ 評 価 

１ 
学校の理念・⽬標・育成⼈材像は定められているか 
（専⾨分野の特性が明確になっているか） 

A 

２ 学校における職業教育の特⾊を設定しているか A 

３ 社会経済のニーズ等を踏まえた学校の将来構想を抱いているか A 

４ 
学校の理念・⽬的・育成⼈材像・特⾊・将来構想などが学⽣・保護者等に周知
されているか 

B 

５ 
各学科の教育⽬標、育成⼈材像は、学科等に対応する業界のニーズに向けて⽅
向づけられているか 

A 

 
⾃⼰評価（現状及び課題と改善策） 

【現 状】 
本項冒頭に記載している教育理念を以て教育に取り組んでおり、学⽣への周知は⼊学前の学校

説明会、⼊学式、卒業式、及び全体集会等において、壇上へモットーを⼤きく掲⽰し意味や内容に
ついて説明している。また⼊学式では教職員及び学⽣・⽣徒全員で復唱することを慣例とし、かつ
常時学内にモットーの掲⽰を⾏うとともに、学校案内パンフレット及び学⽣便覧、学期末連絡⽂書
等にも掲載し配布することで、学⽣・⽣徒・保護者に周知徹底している。なお、ホームページにも
教育理念を掲載し、学外へも広く周知している。また各学科コースの特⾊には社会のニーズが反映
できるよう、求⼈依頼のある企業や、協⼒企業への聞き取り調査等によって情報収集を⾏い、カリ
キュラム編成時の判断材料として取り⼊れることで、必要とされる⼈材像育成を⽬指している。 
 
【課 題】 

現在、原則的な理念、⽬標の⽅向性、⽅針についての変更はないが、社会の情勢変化に伴い、求
められるニーズは⽇々変化しており、かつ学⽣の資質も多様化しているため、現⾏の育成⼈材像や
教育⽬標の設定の⾒直しが必要となる部分がある。また前年度にも⾒られたが、教育理念について
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⼀部学⽣への浸透が弱く、理解が浅い部分が⾒られる。 
 
【改善策】 

本校関係企業、協⼒企業、学⽣から常に新しい意⾒を集約し、企業や社会及び学⽣のニーズを把
握することで、基本理念は保ちつつも、育成する⼈物像や教育⽬標を更新する。 

また教育理念について学⽣への浸透度を上げるため、理念の提⽰の場⾯を増やすと同時に、説明
をより分かりやすく具体的に伝える。また、教職員も教育理念を再認識し、同じ⽅向性をもって教
育⽅針を決め、指導にあたる。 
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２ 学校運営 

 
No 評価項⽬ 評 価 

１ ⽬的等に沿った運営⽅針が策定されているか A 

２ 運営⽅針に沿った事業計画が策定されているか A 

３ 
運営組織や意思決定機能は、規則等において明確化されているか、有効に機
能しているか 

A 

４ 教育活動等に関する情報公開が適切になされているか B 

５ 情報システム化等による業務の効率化が図られているか A 

 
⾃⼰評価（現状及び課題と改善策） 

【現 状】 
運営は、「学校法⼈⾚⼭学園寄附⾏為」に基づき「理事会」、「評議員会」を設置、「監事」を選任

して⾏っている。予算・事業計画、決算・事業報告等法⼈の管理運営に関する重要事項について、
「理事会」を議決機関、「評議員会」を諮問機関として適切に審議を⾏い決定している。組織は、
組織図により明確化されている。 

教育活動等は、ホームページへの掲載し、学外へ向け広く情報公開を⾏っている。 
また、情報システム化の基幹プラットフォームとして Google Workspace を導⼊し、教職員及び

学⽣全員に学内⽤アカウントを配布しており、メール、カレンダー、ファイル共有等のアプリケ
ーションの活⽤によって、教員間、教員学⽣間及び学⽣間での円滑な学内情報伝達を図っている。
具体的には熊本校、⼈吉校間での伝達事項、学⽣への学事⽇程提⽰や緊急連絡、就職情報等の提
供に利⽤している。 

さらに、令和４年度から出⽋管理や帳票管理等の効率化のためにフルクラウド型校務⽀援シス
テム BLEND を導⼊し、教員の負担軽減を図った。 
 
【課 題】 

校務⽀援システムの導⼊初年度のため教職員だけの利⽤となり、出席管理、帳票管理等、⼀部
の機能のみの試験的な運⽤となった。学⽣及び家族とのやり取りや、情報共有の機能が利⽤でき
ていない。 

 
【改善策】 

 運⽤を拡⼤する機能について検討し、学⽣・保護者等への利⽤展開を図り、業務のさらなる効率
化につなげる。 
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３ 教育活動 

 
No 評価項⽬ 評 価 

１ 教育理念等に沿った教育課程の編成・実施⽅針等が策定されているか A 

２ 
教育理念、育成⼈材像や業界のニーズを踏まえた学科の修業年限に対応した
教育到達レベルや学習時間の確保は明確にされているか 

A 

３ 学科等のカリキュラムは体系的に編成されているか A 

４ 
キャリア教育・実践的な職業教育の視点に⽴ったカリュキュラムや教育⽅法
の⼯夫・開発などが実施されているか 

B 

５ 
関連分野の企業・関係施設等や業界団体等との連携により、カリキュラムの
作成・⾒直し等が⾏われているか 

B 

６ 
関連分野における実践的な職業教育（産学連携によるインターンシップ、実
技・実習等）が体系的に位置づけられているか 

B 

７ 授業評価の実施･評価体制はあるか B 

８ 職業教育に対する外部関係者からの評価を取り⼊れているか B 

９ 成績評価・単位認定、進級・卒業判定の基準は明確になっているか A 

１０ 
資格取得等に関する指導体制、カリキュラムの中での体系的な位置づけはあ
るか 

A 

１１ 
⼈材育成⽬標の達成に向け授業を⾏うことができる要件を備えた教員を確保
しているか 

A 

１２ 
関連分野における先端的な知識・技能等を修得するための研修や教員の指導⼒育
成など資質向上のための取組が⾏われているか 

B 

１３ 職員の能⼒開発のための研修等が⾏われている B 

 
⾃⼰評価（現状及び課題と改善策） 

【現 状】 
教育課程の編成は、各学科・コースともに社会のニーズに沿った技術修得レベル、資格、検定

を設定し、カリキュラムの編成及び⽬標レベルに到達できる⼗分な学習時間を確保している。加
えて教育理念及び育成⼈材像に沿って、教職員や学校関係者評価委員会及び学⽣から徴収した意
⾒と、外部情報としてセミナーや公開資料等での情報収集、関連企業からの個別ヒアリングをも
とにカリキュラムを⾒直す。これらを基に、校⻑、副校⻑、学科担当教員で教育課程案を作成し、
評議員会においての意⾒も踏まえ、理事会の議決を経て決定している。 
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なお、教育到達レベルの指標は、学⽣便覧上で明確に提⽰し学⽣に配布しており、それに則っ
て適正な評価を実⾏し、全受講科⽬の評価をもとに単位認定及び卒業認定を⾏っている。合わせ
て GPA（Grade Point Average）を⽤いた、客観的な学内全体のレベルの評価や個々の学⽣のレベ
ル判定を⾏っている。 

また、教科ごとの取得⽬標資格試験を設定しており、その合格実績を学習の修得判定に活かし
ている。 

このような取り組みにおいて、⼗分な指導ができる実戦経験豊富な⼈物を教員として確保し、
適所に配置しており、定期的に開催される外部の研修やセミナー等に参加させ、教員のスキルア
ップや教育の質の向上を図っている。 

これらの情報は学校ホームページより公開情報として閲覧可能になっている。 
 
【課 題】 

産学連携や、インターンシップの取り⼊れなど、実践的な教育環境の整備は進んでいるものの、
積極的に活⽤できていない学⽣も存在しており、学⽣間での差が⽣じている。 

また、本校の教育主体となる情報技術は修得が難しい分野でもあり、特に遅れが⽣じる学⽣に
対するフォローアップやモチベーションアップを講じなければならないが、１対１での対応にも
限界があり、⽅法を検討しなければならない。 

新型コロナウィルス対応により、業務量が増加し、学内研修の実施や学外のセミナーへの参加
が難しい場合があった。 
 
【改善策】 

キャリア形成を⾏う上で、学習期に実践的な活動ができることの重要さを学⽣へアピールする
とともに、学⽣が興味を持ち、参加しやすい分野での実践的体験が可能なインターンシップ等を
新規に開拓することで積極的な参加を促す。 

オンライン設備の整備も整っており、その上で復習ができるようなオンデマンド教材などのコ
ンテンツ制作に着⼿する。 

研修に関しては、令和 5 年度以降に積極的な参加を促す。 
 

 
学校関係者評価委員からの評価・コメント 

 学生の職業観を持たせるような教育が取り入れた方が良い 

 学校ではなぜ仕事をするのかを教えることが難しく、社会のことを教えてくれる人材の投入が必要 

 テクニックのみでなく、物事の本質を教える時代になってきている 

 言語化できない学生が多くなってきており、これからの AI を活用する人材には言語力が必要である 
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４ 学修成果 

 
No 評価項⽬ 評 価 

１ 就職率の向上が図られているか B 

２ 資格取得率の向上が図られているか B 

３ 退学率の低減が図られているか A 

４ 卒業⽣・在校⽣の社会的な活躍及び評価を把握している B 

５ 
卒業後のキャリア形成への効果を把握し学校の教育活動の改善に活⽤されて
いるか 

B 

 
⾃⼰評価（現状及び課題と改善策） 

【現 状】 
就職率向上のため就職窓⼝を設置し、担当者が企業対応にあたっている。また学⽣⽀援として

担任や就職担当による個別⾯談、⾯接指導等を実施している。また、新型コロナ禍において、企
業側でもオンライン説明会・⾯接などが進んでおり、希望者にはオンラインでの就職活動を⾏う
ための環境を提供している。 

今年度の求⼈状況としては昨年度よりも増加し、１⼈当たり６２社の求⼈数となった。理由と
して、新型コロナから回復した企業の業績好調を背景とした求⼈増や求⼈再開、卒業⽣が在籍す
る企業との良好な関係が継続していることが考えられる。 

資格試験取得においては、全学科基本情報技術者試験を取得⽬標資格試験として設定しており、
合格率向上のため、科⽬ A 免除講座の開講や特別課外授業を実施している。またオフィスソフト
やＣＧ、ビジネス、簿記等においても同様の取り組みを⾏っており、多くの合格者を出している。 

また、退学率の低減のための取り組みとして、担任から学⽣・⽣徒への電話やメール、チャッ
ト等による連絡や、家庭との連携を⾏っており今年度の退学者も少数に抑えられた。 

本校では卒業⽣が卒業後の報告や再就職の相談に訪れることも多く、卒業後の状況や活躍を知
る上で⼤きな情報源となっている。また、就職した学⽣が、⼈事担当者とともに企業の説明会で
来校し、卒業⽣から在校⽣へ向け、就職活動に関してのアドバイスなどを⾏う機会も増えている。 
 
【課 題】 

本校教育の主体となる情報処理分野は⼤きく成⻑している分野であるため、新型コロナウィル
ス禍においても⼗分な求⼈数を確保できており、かつ就職率も⾼い⽔準にあるが、⼀部の学⽣に
おいて、学⽣が望む業種や職種、条件等と、求⼈内容とのアンマッチが発⽣し、就職活動が進ま
ない場⾯があった。 

学⽣間で学習能⼒差があり、授業の進⾏についていけない学⽣のモチベーション維持が課題で



 - 12 - 

ある。また、このような状況は、将来像が未確定の学⽣に多く⾒られ、キャリア教育への取り組
み⽅も今後の課題である。 
 
【改善策】 

キャリア教育の⾒直しを図る。 
資格試験と就職後のキャリア形成の関係性についても理解できるようなキャリア教育を早期に

実施し、資格取得への動機付けや、業界研究を促す。 
ただし、就職、資格ともに⼀律の指導では難しい場合も多く、担任との⾯談で学⽣個々の資質

に合わせた⽬標を設定することで、⾃信をもって学習に取り組む気持ちをもたせる。 
また、企業側から申し⼊れのあった会社説明会時に、就職活動に関する採⽤側から⾒たアドバ

イスを⼊れてもらうよう依頼し、学⽣へ伝えることで、企業が学⽣に何を求めているか実情を理
解し、学⽣⾃⾝が提供できる能⼒とすり合わせ、就職活動を進められるよう指導を⾏う。 
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５ 学⽣・⽣徒⽀援 

 
No 評価項⽬ 評価 

１ 進路・就職に関する⽀援体制は整備されているか A 

２ 学⽣相談に関する体制は整備されているか A 

３ 学⽣に対する経済的な⽀援体制は整備されているか A 

４ 学⽣の健康管理を担う組織体制はあるか B 

５ 課外活動に対する⽀援体制は整備されているか A 

６ 学⽣の⽣活環境への⽀援は⾏われているか B 

７ 保護者と適切に連携しているか A 

８ 卒業⽣への⽀援体制はあるか B 

９ 社会⼈のニーズを踏まえた教育環境が整備されているか A 

１０ ⾼等・⾼等専修学校等との連携によるキャリア教育・職業教育の取組が⾏わ
れているか 

A 

 
⾃⼰評価（現状及び課題と改善策） 

【現 状】 
就職の窓⼝として専⾨の担当者を配置し、求⼈依頼や説明会の設定など企業との折衝や、ハロ

ーワークとの連携による求⼈依頼等、就職に関する管理を⾏っている。 
また、１クラス２０〜３０名程度の担任制で、学⽣の⽇常⽣活や就職、進学等の相談、保護者

を交えた三者⾯談や家庭訪問を実施し、個々の学⽣の精神⾯、健康⾯においても細かなサポート
を⾏っている。 

経済⾯では、試験特待、資格特待等の特待⽣制度の実施、⽇本学⽣⽀援機構やその他の奨学⾦
制度への事務サポートを⾏っている。また令和２年度より開始された修学⽀援新制度の対象校と
して認定されており、経済的に困難学⽣においては授業料等減免や給付型奨学⾦が受けられる。
経済的に困窮している家庭には、経済状態に合わせた各種奨学⾦の案内や、それに伴う迅速な事
務処理、及び分納による学費の納⼊等にて対応している。また、学習に必要な機器等の購⼊が難
しい場合は、学校の設備等の貸し出しを⾏うことによって、経済的側⾯をサポートしている。 

課外活動はロボットコンテストやハッカソン、各種セミナー、地域のイベント等への積極的な
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参加を促しており、学⽣の社会貢献や学校⽣活での活動をサポートしている。 
保護者との連携について、担任との三者⾯談、家庭訪問等で情報交換を⾏っているほか、学⽣

の出席状況や⾏事、検定試験実施の連絡等をグループウェアやメール等で⾏っており、意思疎通
を図ることができている。 

卒業⽣に対しては、再就職の相談や求⼈紹介、証明書類の迅速な発⾏などを⾏っている。 
教育環境については、⾼速通信回線の整備、無線 LAN、Google Workspace を⽤いたインター

ネットサービスを利⽤し、常に時代に応じた設備へアップデートしており、毎年度施設設備の充
⾜を図っている。 
 本校では、⾼等課程から専⾨課程への５年間を⾒据えた教育課程編成を⾏っている。 
 
【課 題】 

学⽣の資質により通常の就職活動が困難である場合があり、理解のある就職先企業の確保が求
められる。 
 
【改善策】 

学⽣個々を⼿厚く⽀援する企業も増加傾向にあるので、障がい者や不登校経験者で積極的に活
動できない学⽣などに、まずは直接学校へ求⼈のあったものから個別⾯談を通じて紹介していく。
ハローワーク、⽀援団体と連携し、受⼊可能企業数の増加に努め、紹介等の活動サポートを⾏う。
校務システムの活⽤により、保護者ともより⼀層の連携を図れるよう取り組んでいく。 
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６ 教育環境 

 
No 評価項⽬ 評 価 

１ 施設・設備は、教育上の必要性に⼗分対応できるよう整備されているか B 

２ 
学内外の実習施設、インターンシップ、海外研修等について⼗分な教育体制
を整備しているか 

B 

３ 防災に対する体制は整備されているか A 

 
⾃⼰評価（現状及び課題と改善策） 

【現 状】 
 本校教育の主軸となる情報技術において、VR や AR、プロジェクションマッピング、モーショ
ンキャプチャー、タブレット PC、ロボット、ドローンなど新しい技術の習得するための設備の整
備を随時⾏っている。防災については、毎年避難訓練及び消防点検、防災に関する講演会を実施
し、全校において防災意識を⾼めている。 
 
【課 題】 

毎年度、教育課程の⾒直しとともに、新技術への取り組みや施設設備の整備の検討を⾏ってい
るものの、予算、⼈材、時間等の問題により、⼤幅な改定が難しい。 

企業からのインターンシップ案件も増えつつあるが、まだまだ情報分野での案件が少ない。 
 
【改善策】 

⽂科省の施設設備に関する補助⾦に申請するなど施設設備整備資⾦を確保する。また、教員を
積極的に技術習得のための研修に参加させることで、新技術の導⼊を促す。また、実践的な体験
の場としてインターンシップ実施を実現するため、企業と交渉し連携企業を増やしていく。 

 
 

学校関係者評価委員からの評価・コメント 

 より時代に即した教育環境がある場所で学ばせたい 
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７ 学⽣・⽣徒の受⼊れ募集 

 
No 評価項⽬ 評 価 

１ 学⽣・⽣徒募集活動は、適正に⾏われているか A 

２ 学⽣・⽣徒募集活動において、教育成果は正確に伝えられているか A 

３ 校納⾦は妥当なものとなっているか A 

 
⾃⼰評価（現状及び課題と改善策） 

【現 状】 
学⽣・⽣徒募集は、今年度は新型コロナウィルス感染対策のため多くのガイダンスが縮⼩され、

学⽣募集⽅法が、対⾯だけではなくホームページや SNS（Facebook, Twitter）等のインターネッ
ト広報など多岐にわたるようになった。 

また、資料請求者へは学校案内パンフレットを郵送し、オープンキャンパスへの参加を促した。 
なお、感染対策を施した上で、オープンキャンパス及び⼊学説明会を実施し、教育内容及び教

育成果の説明を丁寧に⾏っている。 
 
【課 題】 

⼊学後の調査からも、近年、中・⾼校⽣の情報収集⽅法が、進路指導室からインターネットに
移⾏しており、⼊学対象となる⾼校⽣やその保護者に対し、ホームページや SNS を⽤いた広報が
急務となっている。しかし、現状では担当者の負担が⼤きく、情報の更新頻度や量の不⾜が課題
となっている。 
 
【改善策】 

広報担当者の増員を⾏い組織化することで、広報活動の活発化を図る。 
また、進路指導担当者や担任の先⽣からの紹介も多く、学校訪問やチラシの送付等によって、

在学⽣の活躍状況など、⺟校へのフィードバックを積極的に⾏っていく。 
さらに、広報専⽤端末を⽤意し、写真や動画撮影から編集、SNS へのアップロードまでを迅速

に⾏える環境整備を⾏い、かつホームページコンテンツの拡充を⾏う。 
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８ 財務 

 
No 評価項⽬ 評 価 

１ 中⻑期的に学校の財務基盤は安定しているといえるか A 

２ 予算・収⽀計画は有効かつ妥当なものとなっているか A 

３ 財務について会計監査が適正に⾏われているか A 

４ 財務情報公開の体制整備はできているか A 

 
⾃⼰評価（現状及び課題と改善策） 

 第 1 号基本⾦及び第 3 号基本⾦を適正に保有しており、財務基盤は安定している。予算計画・収⽀
計画は妥当である。 会計監査については適正に実施している。平成３０年度から財務情報の公開を⾏
っている。 

 
 

９ 法令等の遵守 

 
No 評価項⽬ 評 価 

１ 法令、専修学校設置基準等の遵守と適正な運営がなされているか A 

２ 個⼈情報に関し、その保護のための対策がとられているか A 

３ ⾃⼰評価の実施と問題点の改善を⾏っているか A 

４ ⾃⼰評価を公開しているか A 

 
⾃⼰評価（現状及び課題と改善策） 

 法令、専修学校設置基準を遵守し、学校法⼈として適正な運営を⾏っている。学内で扱う個⼈情報関
連資料は、個⼈情報保護のため鍵のかかるロッカーへ保管している。また電⼦データはパスワードを
かけた上で、許可されたユーザのみがアクセスできるクラウドサーバへ保存し、⽇常的に発⽣する校
務情報は、契約しているクラウド型校務システムで管理されており、外部からの不正アクセスや災害
における情報消失に対応している。マイナンバーの取り扱いにおいては責任者を決めてた上で、厳重
な管理を実施している。 
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１０ 社会貢献・地域貢献 

 
No 評価項⽬ 評 価 

１ 学校の教育資源や施設を活⽤した社会貢献・地域貢献を⾏っているか B 

２ 学⽣・⽣徒のボランティア活動を奨励、⽀援しているか B 

３ 
地域に対する公開講座・教育訓練（公共職業訓練等を含む）の受託等を積極
的に実施しているか 

B 

 
⾃⼰評価（現状及び課題と改善策） 

【現 状】 
今年度は、新型コロナウィルス感染症対策のため、ほとんどの学内イベントを中⽌し、⼀部の

学外イベントへの参加にとどまり、学校及び学⽣の地域貢献という⾯では、⼗分に⽬標を果たす
ことができていない。 
 
【課 題】 

新型コロナウィルス感染症の環境下において、確実な感染防⽌⽅法がなく、イベントを中⽌せ
ざるを得ない状況にある。 
 
【改善策】 

現在、新型コロナウィルス感染症の５類へ移⾏され、実施可能なイベントの検討など、今後の
状況を⾒ながら学内及び学外イベントの開催、参加を増やしていく。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上をもって学校関係者評価報告とする。 
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